＜政策ニュースレター第160号＞
地方公聴会が開催され、連合が意見表明

衆院社会保障と税の一体改革に関する特別委員会

衆議院社会保障と税の一体改革特別委員会は、6月4日に福島県福島市と兵庫県神戸市で、社会保障一体改革７法案（年金2法案、子ども・子育て3法案、消費税2法案）に関する地方公聴会を開催した。

　連合からは、連合福島の今泉事務局長と連合兵庫の辻事務局長が公述人として出席し、それぞれ意見表明を行った。

１．福島公聴会

(１)日　時：6月4日（月）12:30～15:45

(２)場　所：ホテル辰巳屋

(３)派遣議員：武正公一理事、和田隆志理事、江端貴子、岸本周平、田嶋　要、　　　　　　田中美絵子、早川久美子、三村和也（民主党）、中島隆利（社民党）、　　　　斉藤やすのり（きづな）、伊吹文明理事、鴨下一郎、馳浩、田村憲久、　　　竹下 亘（自民）、西　博義（公明）、高橋千鶴子（共産）

(４)意見陳述者：福島県白河市・鈴木和夫市長、特定非営利活動法人全国認定子ども園協会・古渡一秀副代表理事、福島県商工会議所連合会・瀬谷俊雄会長、税理士・金田宗氏、福島県民主医療機関連合会・齋藤和衛事務局長、南相馬市立総合病院・金澤幸夫院長

(５)連合意見陳述者：今泉　裕・連合福島事務局長

(６)概　要：以下の通り。

＜連合福島・今泉裕事務局長　意見表明＞

　連合福島・今泉裕事務局長は、保険料拠出者であると同時に、将来の年金の受給者となる働く現役世代を代表し、政府の「社会保障・税一体改革」で示されている年金制度改革を中心に意見陳述を行った。

具体的には、基礎年金国庫負担２分の１恒久化や、厚生年金と共済年金の一元化は、年金制度の持続可能性と公平性を確保するために必要不可欠であり、確実に成し遂げるべきであると主張。特に基礎年金国庫負担２分の１維持は、年金制度を安定的に維持する上で不可欠と指摘し、その恒久化とその財源確保のための税制抜本改革を確実に成し遂げることを強く求めた。また、被用者年金一元化については、公平性確保の観点から実現すべきとしたものの、共済年金の積立金の仕分けにあたっては、現在の厚生年金と共済年金双方に不公平感がなく、同一の給付水準の厚生年金給付が将来にわたって安定的に行われるよう公平性が確保されることが最も重要であると指摘した。

＜派遣議員との質疑応答＞

今泉事務局長と派遣議員の質疑応答は以下の通り。

（自民党・田村憲久議員）

　連合の年金制度と民主党が考える年金制度は似ているが、どのように考えるか。

（連合福島・今泉裕事務局長）

　概ねの方向性は一致しているが、連合としては段階的に且つ時間をかけて改革を行うべきと考えており、今回出された法案は、その過渡期と考えている。

（公明党・西　博義議員）

　消費税増税による低所得者層への影響について連合の見解を。

（連合福島・今泉裕事務局長）

　税制の所得再分配機能を強化し、課税最低限に満たない低所得者向けに、給付付き税額控除を検討すべき。

（きづな・斉藤やすのり議員）

　消費税増税により、企業間で価格間競争に陥り正社員を減らし、派遣労働者を雇用するなど、非正規化が進むのではないか。

（連合福島・今泉裕事務局長）

　すでに非正規化が進んでいるが、一時的なリスクはあっても価格間競争の争点になるとは思っていない。

（社民党・中島隆史利議員）

　非正規労働者を正社員に切り替えていくことは大事だと思うが、今中小企業の経営者がすべきことは何か。

（連合福島・今泉裕事務局長）

　福島の最低賃金は658円であるが、連合は処遇改善に向け、誰でも時給1,000円にする取り組みを行っている。非正規労働者の賃金について、正社員との均衡を考慮し、職務の内容・成果、意欲、能力、経験などを勘案して賃金を決定するよう事業主に求め、同一価値労働同一賃金を目指している。このようなことを中小企業の経営者に求めたい。

＜その他の意見陳述者の意見表明の状況＞

　その他の出席者の意見陳述の状況は大要以下の通り。

（福島県白河市・鈴木和夫市長）

○現状、財政健全化は必要だが、今やる必要があるのか。誰しも社会保障の充実を否定しないが、消費税の議論に偏りすぎていないか。社会保障の相当部分は地方が現物給付・マンパワーなどの形で負担しているが、税源の配分はどうなのか。デフレの中での消費税の増税は果たして妥当なのか。

（特定非営利活動法人全国認定子ども園協会・古渡一秀副代表理事）

○福島県では震災後、人口減少にもかかわらず乳幼児保育のニーズは高まり、ミスマッチが生じている。幼稚園と保育所をそのままにしての運用改善では通用しない。

○福島で起きていることは５年～10年以内に日本各地で起きること。関係団体の利害を超えて親と、子どもの視点で共通項を見いだし、必要なところに早く財源をつけてほしい。子ども・子育て支援法案や総合子ども園法案の早期の成立を要望する。

（福島県商工会議所連合会・瀬谷俊雄会長）

○高度成長が戻ってくるのなら別だが、日本経済はほとんどゼロ成長だ。「良薬は口に苦し」で、歳入面では、消費税率の引き上げを考えなければならない。個人消費が若干、落ち込むかもしれないが回復する。この程度の増税は十分やっていける。細かい点にとらわれず大きな目的のために尽力してほしい。

（福島県商工会連合会・轡田倉治会長）

○なぜ、今、消費税なのか。その前にやることがあるのではないか。歳出の仕方が無駄がありすぎる。デフレからの脱却と景気回復をまず最初にやってほしい。今の経済状況で消費税率を引き上げるのは絶対に反対である。福島県内は、いまだに復興どころではない。政治は福島復興に全精力を傾けてほしい。

（税理士・金田宗氏）

○政府は改革の全体像を具体的に分かりやすい言葉で説明する必要がある。消費税の増税を、今、この時期にやらなくてはならない理由が希薄である。むだな支出を省く行政改革や、景気対策など、先にやらなければならないことがある。益税の解消など消費税法の見直しも必要であるし、租税特別措置の整理で財源はかなり出てくるはず。これらを先行させた後、その過程で消費税を上げるのであれば反対しない。

（福島県民主医療機関連合会・齋藤和衛事務局長）

○一体改革では消費税率を引き上げる分、社会保障に回すとしているが、社会保障は削減される。デフレが続く状況の中で、消費税が数年間のうちに２倍になるというのは受け入れられない。地震・津波に加え、原発事故に苦しむ福島県民から見れば、第三の災害、政治災害である。

（南相馬市立総合病院の金澤幸夫院長）

○南相馬市は、震災と原発事故の影響で、小さい子どもを持つ若い夫婦が避難し、超高齢者化している。避難している若い世代が戻れる環境をつくることが課題だ。そのためのインセンティブが必要で、税・医療費の優遇、子育て支援の検討をお願いしたい。

２．神戸公聴会

(１)日　時：6月4日（月）12:30～15:45

(２）場　所：ＡＮＡクラウンプラザホテル神戸

(３)派遣議員：鉢呂吉雄理事、古本伸一郎理事、松本大輔理事、石井登志郎、岡田康裕、勝又恒一郎、藤田憲彦、宮島大典、室井秀子（民主党）、中島正純（国民）、山内康一（みんな）、逢沢一郎理事、加藤勝信、金子一義、野田毅（自民）、竹内譲（公明）

(４)意見陳述者：井戸敏三（兵庫県知事）、小林公正（兵庫県保育協会長）、藤浪芳子（神戸商工会議所女性会前会長）、武田政義（兵庫県社会福祉協議会会長）、松原一郎（関西大学社会学部教授）、薮本信裕（神戸商工会議所副会頭）、徳富勲（近畿税理士会政治連盟兵庫県連合会会長）

(５)連合意見陳述者：辻　芳治・連合兵庫事務局長

(６)概　要：以下のとおり。

＜連合兵庫・辻芳治事務局長　意見表明＞

　連合兵庫・辻芳治事務局長も、連合福島・今泉裕事務局長と同様に、政府「社会保障・税一体改革」で示されている年金制度改革を中心に意見陳述を行った。

　具体的には、真の国民皆年金を実現するためには、年金制度を働き方や雇用形態に中立、公平な制度にすると同時に、将来にわたって持続可能であることこそが、政治の責任であると述べた上で、年金制度の公平性と持続可能性を確保するための第一歩として、今回の年金制度改革を実現すべきと訴えた。また、個別分野については、年金制度の公平性確保の観点から被用者年金一元化や、無年金者対策の観点からの受給資格期間の短縮の必要性を訴えた。さらに社会保険の適用拡大については、今回の見直しが約45万人を対象とした適用拡大とされた点は残念と述べた上で、全ての雇用労働者の社会保険適用に向けた第一歩として、今回の法案を確実に成立させるべきと強く主張した。

　なお、年金制度改革以外については、少子高齢化が進む中、出産や子育てで仕事を諦めざるを得ない人がいることは日本の大きな課題であると指摘し、「子ども・子育て新システム」の実現の必要性を強く訴えた。

＜派遣議員との質疑応答＞

　辻事務局長と派遣議員の質疑応答は以下の通り。

（室井秀子・民主党議員）

　働く者の立場から、「子ども・子育て新システム」についてどう考えるか。

（辻芳治・連合兵庫事務局長）

　兵庫県では労使が連携してワーク・ライフ・バランス推進の取り組みなどを積極的に実施しているが、子育て支援が制度的に脆弱で働きたくても働けない人がいることは深刻な課題。労働力人口減少社会を迎えた日本では、高齢者や女性の就労率向上が急務であり、そうした観点からも「子ども・子育て新システム」は確実に実現すべき。

（中島正純・国民新党議員）

　今回の年金改革関連法案に盛り込まれた、低所得者加算と高所得者の年金減額についてどう考えるか。

（辻芳治・連合兵庫事務局長）

　今回の低所得者加算は、保険料納付意欲に配慮した免除期間加算と、定額加算を併せた加算方法がとられおり、これは、保険料納付意欲と高齢者に対する「防貧」機能強化の両面のバランスの取れた加算方法であり、基本的に良いと考える。

　また、高所得者の年金減額については、保険料部分まで減額対象とすることは負担と給付が明確な社会保険原理から望ましくないが、今回の法案で減額対象としているのは税財源部分である。税財源部分であれば、公共の福祉という政策的観点、また、必要な分野に必要な支出を行うという財政の一般的な考え方に照らし、減額することは認められると考える。

（中島正純・国民新党議員）

　政府の年金制度改革法案の評価は。

（辻芳治・連合兵庫事務局長）

　年金改革に関する総論的な評価は、冒頭に述べたとおり、真の国民皆年金制度実現に向けた第一歩として、実現すべきというもの。ただし、年金制度改革は将来の年金制度のあるべき姿を提示して行う必要がある。そのため連合は、２段階の改革を４０年程度かけて行うべきと提起している。こうした連合の年金制度改革も今後の議論の参考にしていただきたい。

＜その他の意見陳述者の意見表明の状況＞

　その他の出席者の意見陳述の状況は大要以下の通り。

（井戸敏三・兵庫県知事）

○国民が感じている将来不安を解消するためにも一体改革は必要であるが、社会保障分野ではサービス内容の見直しと併せ、負担のあり方の見直しが必要。

○年金改革については、受給資格期間の短縮や高所得者の年金減額調整は行うことは賛成。ただし、負担能力に応じた保険料負担のあり方を更に検討すべき。

○医療改革については、低所得者が多いといった国保の構造的な問題を解消しないまま、単純にその運営主体を都道府県単位化することは認められない。

○「子ども・子育て新システム」で幼保一体化を行い「保育に欠ける」要件を撤廃することは極めて画期的であり、「総合こども園」の創設は早急に行うべき。

（小林公正・社団法人兵庫県保育協会会長）

○すべての子どもに公平な成育環境を保障するため、「子ども・子育て新システム」を実現すべき。

○「子ども・子育て新システム」の実現に必要な財源1兆円のうち7,000億円は消費税で賄うが、残りの3,000億円の目処が立っていないので、新システム法案は通すべきではないとの意見もあるが、全く逆である。残りの3,000億円を確保するためにも、新システム法案は通すべき。与野党には新システムを実現させた上で、より良い仕組みに近づけていくよう建設的な議論を望む。

（藤浪芳子・神戸商工会議所女性会前会長）

○消費増税を行うためには、「国民の納得」が最も重要な要素であり、そのためにも被用者年金一元化や公務員制度改革を行うべき。

○また、「国民の納得」という意味では、消費増税で得られた財源の使途が重要であり、子ども手当や生活保護などの現金給付にすることは、国民の納得は得られない。

（武田政義・兵庫県社会福祉協議会会長）

○毎年１兆円増加する社会保障給付費の対応として消費増税を行うことは喫緊課題であり、やむを得ない。

○ただ、介護保険制度が導入されたことを契機に、家族介護から施設介護へ大幅にシフトし、伝統的な家族のあり方が大きく変容した。今回の改革で導入を目指す「子ども・子育て新システム」は、介護保険制度と同様の仕組みであり、家族のあり方がさらに変化しないかと危惧している。新システム導入にあたっては国民的な議論が必要だ。

（松原一郎・関西大学社会学部教授）

○一体改革については、「いたしかたない」という消極的賛成の立場。

○家族のあり方などが大きく変化する中、他の先進国では20世紀型の福祉国家体制を見直すプロセスに入った。しかし日本はその作業を行ってこなかった。

○一体改革は財政再建が中心で社会保障・国家の真にあるべき姿に向けた改革とはいいがたい。今こそ真にあるべき姿を国民に提示し、「国民会議」などで議論をし、その結果を元に改革を行うことが必要だ。

（薮本信裕・神戸商工会議所副会頭）

○社会保障改革は、持続可能性を最優先に考えるべきであり、給付の重点化・効率化が必須。個別課題についてはまず、マクロ経済スライドをデフレ下でも発動可能とすべき。また、協会けんぽの国庫負担を増加させるべき。児童手当拠出金や社会保険の適用拡大によって中小企業の負担は増加するので、何らかの支援策が必要。

○税制改革のうち、とりわけ消費増税は中小事業者に大きな影響を与えるので、タイミング、増税幅などは慎重に考慮されたい。また、消費増税を行うにあたって一番重要なことは、中小企業では価格転嫁が難しいということ。中小企業の65％が価格転嫁不可というアンケートもあるので、中小企業が増税分をきちんと価格転嫁できるよう、政府の責任で大企業や国民に対する周知を行っていただきたい。

○相続税の課税強化については、中小企業における事業承継が困難となるので反対。

（徳富勲・近畿税理士政治連盟兵庫県連合会会長）

○消費税は創設されてからまだ20数年の税項目であり、不備がまだある。例えば法人設立後２年間納税義務を課さない「基準期間」は、納税事業者の公平性や明瞭性確保の観点から廃止すべきである。

○消費増税を行う場合、単一税制は国民の納得性が得られるのか疑問。諸外国でも医療費や食料品などについては、軽減税率が採用されていることが一般的。

以上

